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	介人研レポート
	（特別号）
	医療・介護等の公定価格について 「人材確保・経営安定等に必要な対応」が明記
	ー　骨太の方針2026　ー
	　７月21日、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2026」が閣議決定されました。今後、介護報酬改定を含む令和９年度予算の編成に向けて、この方針をもとに各省庁で検討が進められていくことになります。
	　『「責任ある積極財政」元年 ～日本の挑戦を起動する！～』とタイトルされた今回の骨太方針では、「責任ある積極財政」の考え方の下、「強い経済」の構築と「財政の持続可能性」をバランスよく同時に実現することが目指されています。 　そのなかで、介護については「医療・介護・保育・福祉等の公定価格について、現場の人材確保、経営の安定、サービスの質の確保に必要な対応を進める」ことや、次期介護報酬改定において「物価の変動に適切に対応するとともに、他職種と遜色のない処遇改善の実現を図る」ことが明記されまし た。
	2026.6.10 鈴木俊一自民党幹事長

	　 また、「人材希少社会」と言われる今日において一層厳しさを増す介護人材課題に対し、「エッセンシャルワーカーの確保を含めたサービス提供体制の全国的維持を図るための制度改革に速やかに着手する」とされたほか、医療のみならず介護分野においても「老朽化・災害対策を含む施設・設備の計画的な整備」等の支援を講じる旨が示されたことも、極めて重要な一歩です。 　これらには、「地域の介護と福祉を考える参議院議員の会」（会長：末松信介参議院議員（本会特別顧問）、事務局長：大家敏志参議院議員（同））による政府・与党への申入れ事項が大きく反映されており、同議連と強い連携のもと活動する本会会員の声が政策に届いたものと言えます。  　
	2026.6.9 小林鷹之自民党政務調査会長
	2026.6.12 片山さつき財務大臣
	2026.5.19 地域の介護と福祉を考える参議院議員の会

	　一方で、社会保障政策については「全世代型社会保障の構築」が改めて掲げられており、現役世代の保険料率の上昇を止め、引き下げていくための社会保障改革が主眼に置かれています。今後「給付と負担」の見直しをはじめとする社会保障財源の抑制策が進められていく懸念が高まるなかで、引き続き「介護の声」を届けていくことをもってより良い制度づくりを実現していかなければなりません。 　本会では、末松特別顧問、大家特別顧問をはじめ介護分野に心を寄せる有志国会議員各位とさらに連携を深め、取り組みを推進してまいります。皆さまにおかれましても、ぜひ一層のお力添えを賜りますようお願い申しあげます。
	“介人研”の活動はホームページ（https://kaijinken.or.jp/)で発信中！





